
 

第４次亀山市行財政改革大綱 

実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月 

三重県亀山市 

  



目標Ⅰ　時代に即した行政システムへの改革

　重点方針１　行政マネジメントシステムの再構築 【１取組】

１ 行政評価システムの改善 政策部 政策推進課 P1

　重点方針２　ＡＩ等のデジタル技術を活用した業務の効率化 【７取組】

２ 生成ＡＩ等の活用 政策部 ＤＸ戦略室 P2

３ 電子入札システムの導入 総務財政部 財務課 P3

４ マイナンバーカードの保有率維持向上 市民文化部 市民課 P4

５ 保育現場におけるＩＣＴ機器等の活用 子ども未来部 子ども政策課 P5

６ オンラインシステムを活用した会議等の拡大と資料のペーパーレス化 教育委員会事務局 学校教育課 P6

７ 情報伝達の効率化 危機管理監 防災安全課 P7

８ 公金収納のデジタル化 会計管理者 会計課 P8

　重点方針３　行政サービスの最適化 【８取組】

９ 市公式ＬＩＮＥの運用 政策部 広報秘書課 P9

１０ オンライン市役所の推進 政策部 ＤＸ戦略室 P10

１１ 各種補助金の適正化 総務財政部 財務課 P11

１２ 公共施設の開所時間等の見直し 総務財政部 財務課 P12

１３ 受益者負担の適正化 総務財政部 財務課 P13

１４ 公金収納（後期高齢者医療保険料)のデジタル化 市民文化部 市民課 P14

１５ デジタル・アーカイブの推進 市民文化部 歴史博物館 P15

１６ 廃棄物処理に係る費用負担の最適化 産業環境部 環境課 P16

　重点方針４　組織の効率的運営とリスク管理の徹底 【４取組】

１７ 公文書のライフサイクルに合わせた適正な管理 総務財政部 総務課 P17

１８ 組織体制構築と人材確保 総務財政部 総務課 P18

１９ 働きやすい職場環境づくり 総務財政部 総務課 P19

２０ 有資格者の計画的養成 消防本部 消防総務課 P20

　重点方針５　柔軟な働き方の促進 【１取組】

２１ 仕事と家庭の両立支援 総務財政部 総務課 P21

目次



　重点方針６　職員の意識・能力の向上 【２取組】

２２ コンプライアンス制度の適正な運用 総務財政部 総務課 P22

２３ 職員の能力開発 総務財政部 総務課 P23

目標Ⅱ　将来にわたり持続可能な財政基盤の確立

　重点方針７　事業再編の断行 【１取組】

２４ 重度心身障害者介助者手当等の見直し 健康福祉部 地域福祉課 P24

　重点方針８　徹底した歳出削減 【３取組】

２５ 小学校プールにおける民間施設利用の実施 教育委員会事務局 教育総務課 P25

２６ 雑誌スポンサー制度の活用 教育委員会事務局 図書館 P26

２７ ポスター掲示場設置場所の見直し 選挙管理委員会事務局 P27

　重点方針９　歳入の確保・強化 【１２取組】

２８ 企業版ふるさと納税の取組の推進 政策部 政策推進課 P28

２９ 未利用地の売却 総務財政部 財務課 P29

３０ 特別徴収義務者の指定及び徹底 総務財政部 税務課 P30

３１ 市税（現年度）の収納率の向上 総務財政部 税務課 P31

３２ 保育所等利用者負担金（現年分）の収納率の向上 子ども未来部 子ども政策課 P32

３３ ふるさと納税の推進 産業環境部 商工観光課 P33

３４ 新たな産業団地の確保とさらなる企業誘致の推進 産業環境部 商工観光課 P34

３５ 観光資源を活かした観光プロモーションの強化 産業環境部 商工観光課 P35

３６ 市営住宅使用料（現年分）の収納率の向上 建設部 建築住宅課 P36

３７ 学校給食費（現年分）の収納率の向上 教育委員会事務局 教育総務課 P37

３８ 医業未収金の徴収対策 地域医療部 病院総務課 P38

３９
亀山市における森林経営管理制度の推進に向けたＪ-クレジット創出事業の
推進

産業環境部 農林振興課 P39

　重点方針１０　公共施設・資産の統廃合・有効活用 【５取組】

４０ 公共施設マネジメントの推進 総務財政部 財務課 P40

４１ 新庁舎整備の推進 総務財政部 財務課 P41

４２ 消防団組織・施設の適正管理 消防本部 消防総務課 P42

４３ 学校施設の長寿命化改修の実施 教育委員会事務局 教育総務課 P43

４４ 医療センター施設設備の長寿命化 地域医療部 病院総務課 P44



　重点方針１１　特別会計・企業会計等の経営健全化 【７取組】

４５ 国民健康保険税（現年分）の収納率の向上 市民文化部 市民課 P45

４６ 国民健康保険税の適正な負担 市民文化部 市民課 P46

４７ データヘルス計画に基づく保健事業の実施 市民文化部 市民課 P47

４８ 水道事業の健全かつ持続可能な運営 上下水道部 上水道課 P48

４９ 農業集落排水事業の健全かつ持続可能な運営 上下水道部 下水道課 P49

５０ 公共下水道事業の健全かつ持続可能な運営 上下水道部 下水道課 P50

５１ 病院事業の健全かつ持続可能な運営 地域医療部 病院総務課 P51

目標Ⅲ　協働・協創によりすべての人が輝くまちづくり

　重点方針１２　市民参画・連携の推進 【４取組】

５２ 協働によるまちづくりの推進 市民文化部 まちづくり協働課 P52

５３ 市道草刈活動支援事業の活動団体の拡大 建設部 建設管理課 P53

５４ 地域公共交通のリ・デザイン 政策部 政策推進課 P54

５５ 多様な主体と連携したネイチャーポジティブの促進 産業環境部 環境課 P55

　重点方針１３　民間活力の活用促進 【５取組】

５６ 新たな官民連携手法の検討 総務財政部 財務課 P56

５７ 借上型市営住宅の推進 建設部 建築住宅課 P57

５８
ネイチャーポジティブ経営の促進による、民間活力を活用した生物多様性
の保全と活用

産業環境部 環境課 P58

５９ 包括的民間委託の導入と継続 建設部 建設管理課 P59

６０ 官民連携事業の導入と継続 上下水道部 下水道課 P60

　重点方針１４　行政機関の横断連携と強化 【１取組】

６１ 鈴鹿亀山地区広域連合との連携 政策部 政策推進課 P61

　重点方針１５　共助による支え合いの基盤の強化 【３取組】

６２ ＩＣＴを活用した情報交流の推進 市民文化部 まちづくり協働課 P62

６３ 地域防災力の向上 危機管理監 防災安全課 P63

６４ 健都サポーター育成による地域での健康活動の拡大 健康福祉部 健康推進課 P64



Ⅰ　時代に即した行政システムへの改革

01.行政マネジメントシステムの再構築

継
続

１ 行政評価システムの改善 ← １０ 行政評価システムの改善

１１ 事務事業の採択及び再編手法の改善

02.ＡＩ等のデジタル技術を活用した業務の効率化

拡
充

２ 生成ＡＩ等の活用 ← １ 全庁的なＡＩ・ＲＰＡ等の導入推進

継
続

３ 電子入札システムの導入 ← ７ 電子入札の導入

継
続

４ マイナンバーカードの保有率維持向上 ← ３ マイナンバーカードの取得率向上

継
続

５ 保育現場におけるＩＣＴ機器等の活用 ← ４ 保育現場におけるＩＣＴ機器等の活用

継
続

６
オンラインシステムを活用した会議等の拡大と
資料のペーパーレス化

← ２１
オンラインシステムを活用した会議等の拡大と
会議資料のペーパーレス化の推進

新
規

７ 情報伝達の効率化

新
規

８ 公金収納のデジタル化

03.行政サービスの最適化

継
続

９ 市公式ＬＩＮＥの運用 ← ５ 市公式ＬＩＮＥの導入

拡
充

１０ オンライン市役所の推進 ← ６ 行政手続のオンライン申請等の推進

拡
充

１１ 各種補助金の適正化 ← 42 各種補助金の検証

新
規

１２ 公共施設の開所時間等の見直し

新
規

１３ 受益者負担の適正化

新
規

１４
公金収納（後期高齢者医療保険料)のデジタル
化

新
規

１５ デジタル・アーカイブの推進

新
規

１６ 廃棄物処理に係る費用負担の最適化

第３次行財政改革大綱後期実施計画との比較

【第４次行財政改革大綱実施計画】 【第３次行財政改革大綱後期実施計画】



【第４次行財政改革大綱実施計画】 【第３次行財政改革大綱後期実施計画】

04.組織の効率的運営とリスク管理の徹底

継
続

１７ 公文書のライフサイクルに合わせた適正な管理 ← ２５ 公文書のライフサイクルに合わせた適正な管理

２６ 公文書ペーパーレス化の推進

継
続

１８ 組織体制構築と人材確保 ← １４ 定員適正化の推進

２０ 新たな職員採用制度の導入と多様な人材の確保

継
続

１９ 働きやすい職場環境づくり ← １８ 安全で快適な職場環境の整備

継
続

２０ 有資格者の計画的養成 ← １６ 職務に必要な資格保持者の養成

05.柔軟な働き方の促進

継
続

２１ 仕事と家庭の両立支援 ← １２ 時間外勤務時間の削減

１３ 有給休暇の取得促進

１９ 時代の変化に対応した柔軟な働き方の推進

06.職員の意識・能力の向上

継
続

２２ コンプライアンス制度の適正な運用 ← ２４ コンプライアンス制度の適正な運用

継
続

２３ 職員の能力開発 ← １５ 人事評価制度の再構築

２２ モチベーションを高める職場環境の推進

２３ 階層別研修体系の構築・充実



【第４次行財政改革大綱実施計画】 【第３次行財政改革大綱後期実施計画】

Ⅱ　将来にわたり持続可能な財政基盤の確立

07.事業再編の断行

継
続

２４ 重度心身障害者介助者手当等の見直し ← ６２ 重度心身障害者介助者手当等の見直し

08.徹底した歳出削減

新
規

２５ 小学校プールにおける民間施設利用の実施 ← ５４ 小学校プール施設の統廃合の検討

継
続

２６ 雑誌スポンサー制度の活用 ← ４０ 図書館の蔵書充実のための財源確保

新
規

２７ ポスター掲示場設置場所の見直し

09.歳入の確保・強化

継
続

２８ 企業版ふるさと納税の取組の推進 ← ３５ 企業版ふるさと納税の活用

継
続

２９ 未利用地の売却 ← ２８ 普通財産の有効活用・売却

継
続

３０ 特別徴収義務者の指定及び徹底 ← ２９ 特別徴収事業所の拡大

継
続

３１ 市税（現年度）の収納率の向上 ← ３０ 市税（現年度）の収納率の向上

継
続

３２
保育所等利用者負担金（現年分）の収納率の向
上

← ３２
保育所等利用者負担金（現年分）の収納率の向
上

継
続

３３ ふるさと納税の推進 ← ３６ ふるさと納税の推進

拡
充

３４
新たな産業団地の確保とさらなる企業誘致の推
進

← ３７
市内への企業誘致の推進と新たな産業団地の確
保に向けた検討

継
続

３５ 観光資源を活かした観光プロモーションの強化 ← ３８ 地域資源を活かした観光プロモーションの強化

継
続

３６ 市営住宅使用料（現年分）の収納率の向上 ← ３３ 市営住宅使用料（現年分）の収納率の向上

継
続

３７ 学校給食費（現年分）の収納率の向上 ← ３９ 学校給食費（現年分）の収納率の向上

継
続

３８ 医業未収金の徴収対策 ← ３４ 医業未収金の徴収対策

新
規

３９
亀山市における森林経営管理制度の推進に向け
たＪ-クレジット創出事業の推進



【第４次行財政改革大綱実施計画】 【第３次行財政改革大綱後期実施計画】

10.公共施設・資産の統廃合・有効活用

拡
充

４０ 公共施設マネジメントの推進 ← ５２ 公共施設等総合管理計画の推進

５７ 公共施設の跡地利用

継
続

４１ 新庁舎整備の推進 ← ５８ 新庁舎整備の推進

継
続

４２ 消防団組織・施設の適正管理 ← ５３ 消防団施設の見直し

拡
充

４３ 学校施設の長寿命化改修の実施 ← ５９ 学校施設の長寿命化

継
続

４４ 医療センター施設設備の長寿命化 ← ５５ 医療センター施設設備の長寿命化

11.特別会計・企業会計等の経営健全化

継
続

４５ 国民健康保険税（現年分）の収納率の向上 ← ４４ 国民健康保険税（現年分）の収納率の向上

継
続

４６ 国民健康保険税の適正な負担 ← ４５ 国民健康保険税の適正な負担

継
続

４７ データヘルス計画に基づく保健事業の実施 ← ４６ データヘルス計画に基づく保健事業の実施

継
続

４８ 水道事業の健全かつ持続可能な運営 ← ４８
有収率向上による水道事業の健全かつ安定的な
運営

継
続

４９ 農業集落排水事業の健全かつ持続可能な運営 ← ４９ 農業集落排水事業の健全かつ持続可能な経営

継
続

５０ 公共下水道事業の健全かつ持続可能な運営 ← ５０ 公共下水道事業の健全かつ持続可能な経営

継
続

５１ 病院事業の健全かつ持続可能な運営 ← ５１
経常収支比率１００％及び医業収支比率９０％
の達成



【第４次行財政改革大綱実施計画】 【第３次行財政改革大綱後期実施計画】

Ⅲ　協働・協創によりすべての人が輝くまちづくり

12.市民参画・連携の推進

拡
充

５２ 協働によるまちづくりの推進 ← ７７ 協働によるまちづくりの推進

継
続

５３ 市道草刈活動支援事業の活動団体の拡大 ← ７８ 市道草刈活動支援事業の活動団体の拡大

新
規

５４ 地域公共交通のリ・デザイン

新
規

５５
多様な主体と連携したネイチャーポジティブの
促進

13.民間活力の活用促進

拡
充

５６ 新たな官民連携手法の検討 ← ６５ 新たな官民連携手法の検討

継
続

５７ 借上型市営住宅の推進 ← ６６ 民間借上げ型市営住宅の推進

新
規

５８
ネイチャーポジティブ経営の促進による、民間
活力を活用した生物多様性の保全と活用

拡
充

５９ 包括的民間委託の導入と継続 ← ４３ 河川等維持管理工事補助金交付要綱の策定

新
規

６０ 官民連携事業の導入と継続

14.行政機関の横断連携と強化

継
続

６１ 鈴鹿亀山地区広域連合との連携 ← ６７ 広域連携の検討

15.共助による支え合いの基盤の強化

継
続

６２ ＩＣＴを活用した情報交流の推進 ← ７１ ＩＣＴを利活用した情報交流の仕組みの構築

継
続

６３ 地域防災力の向上 ← ７４ 自主防災組織等の強化

新
規

６４
健都サポーター育成による地域での健康活動の
拡大



 

  



 

 

 

目標 Ⅰ 

 

時代に即した行政システムへの改革 
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目標 Ⅱ 

 

将来にわたり持続可能な 

財政基盤の確立 
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目標 Ⅲ 

 

協働・協創により 

すべての人が輝くまちづくり 
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第４次亀山市行財政改革大綱実施計画（令和８年３月） 
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